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１はじめに

（１） 取組の概要（1/3）

水の官民連携（ウォーターPPP）の
モニタリングについて、官民双方
が課題を抱えている

課 題 方向性

中立的な立場から公平で適切な
モニタリングを実施する外部機関
のあり方の検討が必要

令和６年度に「下水道事業におけるモニタリング機関のあり方検討会」を設置

モニタリング機関に求められる役割 モニタリングに関し想定される課題 等

官民双方がWin-Winとなる事業運営を目指すための
モニタリング機関のあり方を検討
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１はじめに

下水道事業のモニタリングを実施する

中立機関（第三者機関）の検討に関する

報告書

令和８年３月

(公社)日本下水道協会

下水道事業のモニタリング機関のあり方

～官民双方がWin-Winとなる事業運営を目指して～

報告書

令和７年２月

(公社)日本下水道協会

令和６年度 令和７年度

モニタリングの課題整理と方向性提示
中立機関（第三者機関）の必要性を提言

中立機関（第三者機関）の設計図
業務・体制・リソースを明確化

（１） 取組の概要（2/3）
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１はじめに

（１） 取組の概要（3/3）

出典：X（エックス）日本下水道協会（公式）

検討会の様子浦上委員長
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令和６年度に公表した報告書の概要２
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２令和６年度に公表した報告書の概要

Ｒ６ 下水道事業におけるモニタリング機関のあり方に関する報告書 の概要

モニタリングの考え方や方法の整備

外部機関の活用方法の整備

全国的な中立機関（第三者機関）設立の検討

提言の実効性

【４つの観点】

水の官民連携（ウォーターPPP）拡大に伴うモニタリングの重要性を整理
実態調査（アンケート・事例）により現状と課題を把握
官民に加え外部の視点を踏まえた方向性を提示
以下の４つの観点から提言を取りまとめ

今後の議論の方向性を示すものであり、ウォーターPPPはもとより、官民連携事
業の円滑な運営に資するモニタリング機関のあり方について検討する際の参考

報告書の位置づけ

（１） 報告書の概要
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（２） 検討体制

２令和６年度に公表した報告書の概要

官、民、学識者等が一同に集いモニタリングを実施する機関について検討

出典：下水道事業におけるモニタリング機関のあり方報告書：参-1ページ（公益社団法人日本下水道協会）
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（３） 中立機関（第三者機関）の役割

２令和６年度に公表した報告書の概要

出典：下水道事業におけるモニタリング機関のあり方報告書：21ページ（公益社団法人日本下水道協会）
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（４） 中立機関（第三者機関）のイメージ

③成熟段階②成長段階①初期段階組織形態（パターン）

中立機関（第三者機関）の役割

○○○ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ項目の標準化・指針化

○○○官と民の紛争等の調整

○○－事業の評価と改善提案

○○－下水道事業全体の評価

○－－中立的立場でのモニタリング等

○－－体制補完・代行機関の評価

技術、財務、法務等の
多分野の専門家で構成
される総合組織

技術、財務等の専門家
で構成される常設組織
公平性・公正性・中立性
確保が必要

学識経験者等で構成さ
れる委員会形式
既存の審議会等の活用
も検討可能

組織体制

２令和６年度に公表した報告書の概要

出典：下水道事業におけるモニタリング機関のあり方報告書：30ページ（公益社団法人日本下水道協会）

考えられる組織形態の例（イメージ）
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（５） 提言の概要（1/4）

【提言１】 モニタリングの考え方や方法の整備

①モニタリングの役割、リスク分担、民間事業者の裁量の範囲な
ど、性能発注に対するモニタリングの考え方の議論が必要であ
る。

②モニタリングを効率化するための考え方や方法を整備する必要
がある。

③新技術の導入や維持管理の創意工夫など、事業をより良くする
ための民間事業者からの提案による効果に対する評価の考え
方や評価結果の公表方法等の検討が必要である。

今後、検討すべき４つの提言

出典：下水道事業におけるモニタリング機関のあり方報告書：24ページ（公益社団法人日本下水道協会）

２令和６年度に公表した報告書の概要
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【提言２】 外部機関の活用方法の整備

①効率的・効果的なモニタリングを実施するために、中立機関（第
三者機関）及び体制補完・代行機関の役割ごとに、業務規定に
応じた考え方や要求事項等を検討する必要がある。

②対象施設や業務の規模・範囲、及び地方公共団体側、民間事
業者側双方の実情等を踏まえ、必要に応じて外部機関を活用
することが重要である。

出典：下水道事業におけるモニタリング機関のあり方報告書：25ページ（公益社団法人日本下水道協会）

２令和６年度に公表した報告書の概要

（５） 提言の概要（2/4）
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【提言３】 全国的な中立機関（第三者機関）設立の検討

①中立機関（第三者機関）は、全国的に対応できる支援体制を有
し、透明性と信頼性を確保しつつ、官民双方を評価する必要が
ある。

②設立にあたっては、組織の役割、継続的に運営するための財源
及び必要となる人材等を検討する必要がある。

出典：下水道事業におけるモニタリング機関のあり方報告書：26ページ（公益社団法人日本下水道協会）

２令和６年度に公表した報告書の概要

（５） 提言の概要（3/4）
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【提言４】 提言の実効性

「モニタリングの考え方や方法の整備」、「外部機関の活用方法
の整備」、「全国的な中立機関（第三者機関）設立の検討」の３つ
の観点で取りまとめた提言について、実効性を高めていくために
は、検討の継続、全国的な中立機関（第三者機関）の役割や権
限等を担保する仕組みが不可欠であり、既存制度の改正も含め、
様々な検討の着実な進展が必要である。

２令和６年度に公表した報告書の概要

（５） 提言の概要（4/4）

出典：下水道事業におけるモニタリング機関のあり方報告書：27ページ（公益社団法人日本下水道協会） 14



２令和６年度に公表した報告書の概要

（６） 報告書の公表（プレスリリース）

出典：X（エックス）日本下水道協会（公式）

下水道事業のモニタリング機関のあり方

～官民双方がWin-Winとなる事業運営を目指して～

報告書

令和７年２月

(公社)日本下水道協会

プレスリリースの様子 15



令和７年度に公表した報告書の概要３
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（１） 報告書の概要

Ｒ７ 下水道事業のモニタリングを実施する中立機関（第三者機関）の検討に
関する報告書の概要

① 履行確認

【３つの役割】

令和６年度の提言を単なる理念に留めず、「実施段階（実働可能な組織）」へと
移行させるための具体的な設計図となる報告書を取りまとめ。
中立機関の役割のうち、官民のニーズが特に高く早期に実施可能な次の役割
に絞り検討。

「誰が、何をどのように、どの程度の作業量で」業務を遂行するかというリソース
（ヒト・モノ・カネ）のシミュレーションを行い、早期の立ち上げと実効性を重視した
具体的な組織体制、および中立性と経営の持続性を実現できる法人形態を整理。

② 事業評価 ③ 紛争調整

３令和７年度に公表した報告書の概要
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（２） 検討の対象とした３つの役割

３令和７年度に公表した報告書の概要

出典：下水道事業のモニタリングを実施する中立機関（第三者機関）の検討に関する報告書（概要版）：１ページ（公益社団法人日本下水道協会）

本報告書で対象とする３つの役割と令和６年度報告書の対応項目
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（３） 中立機関に関するアンケート調査結果

３令和７年度に公表した報告書の概要

出典：下水道事業のモニタリングを実施する中立機関（第三者機関）の検討に関する報告書（概要版）：２ページ（公益社団法人日本下水道協会）

地方公共団体、民間企業双方に中立機関に関するアンケート調査を実施
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（４） 設立に必要なリソースの検討結果

３令和７年度に公表した報告書の概要

出典：下水道事業のモニタリングを実施する中立機関（第三者機関）の検討に関する報告書（概要版）：２ページ（公益社団法人日本下水道協会）

官民連携事業においての先行事例の調査や先行団体へのヒアリング結果
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（５）中立機関（第三者機関）の実現性評価

３令和７年度に公表した報告書の概要

出典：下水道事業のモニタリングを実施する中立機関（第三者機関）の検討に関する報告書（概要版）：８ページ（公益社団法人日本下水道協会） 21



下水道協会からのご案内４
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４下水道協会からのご案内
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■下水道共通ＰＦ（愛称：すいすいプラット）について

安くて安全なサービスを提供
●基本的な台帳機能・サービスを安価に提供
（※下水道管路台帳情報管理システム料金

公共下水道(下水処理人口5千人以上30千人未満の場合)：
初期導入費 52万円/システム利用料(年額)24万6千円(税抜)等）

●クラウドサービスであり、災害時のバックアップとしても
活用可能（クラウドと東京・大阪の２カ所でバックアップ）

LG-WANで利用可能なシステム
●セキュアな行政専用ネットワークであるLG-WANとオープン
なインターネットのいずれでも利用可能

すいすいプラットの特徴

令和５年４月より、クラウドシステムを活用した下水道共通プラットフォーム（愛称：すいすいプラット）の
運用を開始し、標準仕様に準拠した「下水道管路台帳情報管理システム」のサービスを提供。
（導入自治体例）神奈川県三浦市、高知県四万十市、高知県越知町、高知県宿毛市、石川県（２流域）
令和８年４月から、一般向けの「下水道管路台帳公開型システム」のサービスを開始。
これらにより、地方公共団体の下水道台帳電子化の取組を促進し、持続的な下水道事業の運営を支援。

「下水道管路台帳情報管理システム」導入団体の声

他システムに比べて初期導入費とシステム利用料が比較的安価なこと、システム更新やＯＳのバージョン
アップ等をこちらで行う必要がないため費用が掛からない。
クラウド型のサービスで災害に強く、災害時にはデータ提供代行サービスも備わっているということで、
災害時の対応を迅速に行うことが可能。
インターネット環境下で本庁と現場とでリアルタイムに最新情報を共有可能。

運用イメージ

インターネット回線で接続

下水道共通PF
下水道管路台帳
公開型システム

※ 「下水道管路台帳情報管理システム」未利用団体様も利用いただけます

地図はGoogle Maps
を利用
諸元情報の表示内容は
利用者様で選択可能

「下水道管路台帳公開型システム」（R8.4運用開始）のイメージ

【問合せ先】
企画部情報課
TEL:03-6206-9968

４下水道協会からのご案内

令和９年度以降の管路施設改築要件にも対応！
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４下水道協会からのご案内
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４下水道協会からのご案内

・ 会計システムや管路台帳システム

が乗っ取られ、身代金の要求

重要インフラを管理する

自治体も例外ではありません

 万が一のトラブルに備えて

「下水道サイバー保険」

への加入を検討ください！

・ 情報管理システムがハッキング

され、 個人情報が流出

・ 処理場やポンプ場などの監視

システムがダウンし、機能が停止
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